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関東運輸局自動車運行管理業務



仕  様  書 

 
件名 関東運輸局自動車運行管理業務請負 
 
１．内容 
 （１）業務の範囲 
   ①車両の運行計画の企画立案 
   ②車両の運転及び日常点検・整備 
   ③事故処理に関する事項 
   ④自動車保険（任意保険）に関する事項 
   ⑤その他上記に付随する事項 
 
 （２）請負業務の場所 
   神奈川県横浜市中区北仲通５－５７ 横浜第二合同庁舎 
   関東運輸局 
 
 （３）運転請負車両 
   運転請負に係る車両（以下「請負車両」という。）は、次のとおりとする。 

① トヨタ クラウン 
６ＡＡ－ＡＺＳＨ２０ 横浜３３４む７１１１ 
令和１年式 ２，４８０ｃｃ 

   ②トヨタ カローラアクシオ 
    ＤＡＡ－ＮＫＥ１６５ 横浜５３１ね２０１９ 
    平成２９年式 １，４９６ｃｃ 
 
    ただし、請負車両が点検等のため使用出来ない場合においては、関東運輸局の

指定する車両（以下「代替車両」という。）をもって行うこととする。また、購入

等により請負車両の交換を行った場合においては、交換後の車両をもって行うこ

ととする。 
  
 （４）車両管理員（運転手）の資格要件 
   ①運行業務に従事する車両管理員は、自動車（貨物自動車を含む。）の運転を業

務として過去５年間の期間において概ね１年以上行った経験（同等の経験を含

む。）を有することとし、当該実務要件を満たすことを証する書面を契約締結

前に監督職員に提出のうえ、承諾を得た者とする。 
   ②運行業務に従事する車両管理員は、車両管理業務の安全かつ適正な実施を確保

するため、車両の運行に支障がない者を配置することとし、当該健康状態を証

する書面を契約締結前に監督職員に提出のうえ、承諾を得た者とする。なお、

健康状態を証する書面とは、車両管理員が運行業務に従事させられる者である



ことを誓約する受注者の誓約書及び受注者において実施した健康診断書とす

る。 
   ③運行業務に従事する車両管理員は、自動車事故発生防止のために、独立行政法

人自動車事故対策機構において実施されているカウンセリング付定期診断を

受診のうえ、その結果の写しを契約締結前に監督職員に提出のうえ、承諾を得

た者とする。 
   ④契約期間中の車両管理員を変更、又は増員する場合においても①、②、③の要

件を満たす者であり、当該要件を満たすことを証する書面を監督職員に提出の

うえ、承諾を得た者とする。 
   ⑤契約履行開始及び契約期間中における天災地変及びその他感染症又は疫病等

を含む不可抗力によって車両管理員に係る②及び③の要件を満たすことを証

する書面を契約締結前又は車両管理員の変更前までに提出の困難な場合は、監

督職員と協議し承諾を得ること。なお、書面の提出が可能となった場合は、速

やかに監督職員に提出のうえ、確実な運行が確保される体制とすること。 
 

（５）請負期間等 
   ①請負期間は、令和７年４月１日より令和８年３月３１日までとする。 
   ②勤務時間は、「一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律」（法第３３号 平

成６年６月１５日）第１４条に規定する休日を除く月曜日から金曜日までの８

時００分から２０時００分までの時間帯において、休憩時間を除き連続した８

時間とする。また、休憩時間は、特に指示のないときは、１２時００分から１

３時００分とする。なお、勤務時間については、前日までに監督職員と協議の

うえ、決定するものとする。 
   ③別に定める場合については、①及び②によらないことができるものとする。 
 
 （６）運行体制等 

 ①運行業務に従事する車両管理員は（５）請負期間等において要件を満たす者を

２名確保することとし、請負車両に乗務するものとする。 
   ②運行計画の変更等に対応できるように、車両管理員の代理等の設置、関東運輸

局総務部総務課（以下「総務課」という。）・車両管理責任者・車両管理員等の

間の連絡網を複数手段確保するものとする。 
   ③総務課からの指示に迅速かつ確実に対応できる体制を構築するものとする。 
   ④所定の車両管理員が急遽請負車両の運行が出来なくなった場合においても、請

負車両の運行を迅速かつ確実に確保できる体制を構築するものとする。 
   ⑤災害時等緊急を要する場合であって、請負車両の運行が必要と認められる場合

は、（５）によることなく、総務課の指示があってから２時間以内に必要とな

る災害対応等の内容や、地域の地理的状況等を踏まえつつ、迅速かつ確実な運

行が確保できる体制を構築するものとする。 
 
 



 （７）運転管理要領等 
   ①別紙管理要領書に基づき、請負車両及び代替車両（以下、「請負車両等」とい

う。）を管理する。 
②前項の請負業務を行うため車両管理責任者及び車両管理員を定め、その名簿

（様式第 1 号）を総務課に提出し車両管理員を総務課に専従させる。 
③車両管理責任者は、担当職員から運行計画、その他車両管理に関する指示を受

けた後、車両管理員に対し、当該運行計画、その他車両管理に関する指示事項

について明確に指示しなければならない。 
④車両管理責任者は、担当職員から運行計画等の変更指示を受けた場合は迅速

かつ確実に車両管理員に変更の指示を行わなければならない。 
⑤車両管理員は、一日の業務が終了したときは当日行った業務の内容を車両管

理確認日誌（以下、「日誌」という。）（様式第２号）に記載し、車両管理責任

者に提出しなければならない。なお、事前に車両の運行予定があったものの、

当日車両の運行がなかった場合及び災害等の緊急事態における待機について

も、その旨を記載すること。 
⑥車両管理員は、請負車両の整備、洗車等について、原則として（５）に規定す

る業務の実施時間内に適宜行うものとする。 
なお、整備、洗車等を業務の実施時間外に行う必要が生じたときは、車両管

理責任者等の指示を得て行わなければならない。 
⑦受注者から提出された当該運行計画が安全運転確保や人員体制から不適切で

ある場合は、受注者に対して変更を要求することができる。 
⑧車両管理責任者、車両管理員は、総務課の指示に対応できる知識・技能（安全・

円滑な運行の知識・技能、運行区域に係る道路状況、主要関係施設等地理的な

知識、関東運輸局の業務に関する知識等）の確保に努めなければならない。 
   ⑨車両管理責任者、車両管理員に対して、運行業務に必要な研修等教育を実施し、

実施した内容を記録し、契約期間満了後少なくとも１年間保存しなければなら

ない。また、求めがあった際には監督職員に記録を提出しなければならない。 
 
 （８）品質確保のための措置 
   低入札価格案件となった場合においては、次の措置を行なう。 
   ①低入札価格調査を実施するときは、必要に応じ、当該事業者が実施する国土交

通省以外の者が発注する車両管理業務に係るコストの内訳について、報告を求

め、当該内訳と当該調査が対象とする車両管理業務に係るコストの内訳との間

に著しい差がある場合は、その理由について、契約内容に適合した履行確保の

観点から必要な説明を求めるものとする。 
   ②低入札価格調査を経て契約を行なった案件については、業務の履行に必要な知

識等の車両管理員への研修等の教育の実施状況、車両管理責任者の車両管理員

に対する指導状況及び本業務に係るコストの内訳その他の車両管理業務の品

質の確保の観点から必要な事項について定期的に報告を求めるものとする。 
 （９）是正措置要求、解除権等 



   ①契約期間中に仕様書及び管理要領書に定める契約違反に該当するような事態

その他車両管理業務の品質を確保する上で看過できない事態が発生した場合

は、受注者から当該事態の具体的な内容を報告させるものとする。 
     また、上記事態が発生し、受注者に対して、是正措置要求を行なう場合には、

当該受注者から是正措置を受けた改善内容について書面により報告を提出さ

せるものとする。 
   ②以下の場合において、発注者は受注者との契約を解除できるものとする。 
   ⅰ資格を有する車両管理責任者、車両管理員等を配置できない場合。 
   ⅱ仕様その他において、受注者に対して発注者が是正措置要求をした場合におい

て、受注者が当該措置を講じないと判断した場合。 
 

（10）機密情報及び個人情報の保護 
  受注者は、運行業務遂行に際して、知り得た業務内容及び個人情報を第三者に洩

らし、複製し、目的外に利用し、又は持ち出しすることがないよう、車両管理員

に対し守秘義務を遵守させるために必要な措置を講じること。なお、本守秘義務

は、契約期間終了後においても継続する。 
 
 （11）再委託等の禁止 
   本件業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。 
 
２．支払 
 （１）受注者は、１．（７）⑤で作成した日誌を基に、業務に従事した時間を月毎に

報告書をとりまとめ、検査職員による検査確認後、発注者に請求するものとする。 
 （２）車両管理員に対して、１日８時間を超過して業務を行わせた場合は、超過した

勤務時間数に月額を１６０で除した額に１００分の１２５を乗じて算出した額

（１円未満の端数がある場合は切り捨てるものとする。）を請求するものとする。

なお、深夜（２２時００分から翌５時００分の間）については、月額を１６０で

除した額に１００分の１５０を乗じて算出した額（１円未満の端数がある場合は

切り捨てるものとする。）を請求するものとする。なお、超過した時間数の算出

にあっては、１日の超過勤務時間数が、３０分未満は切捨て、３０分以上は切り

上げるものとし、日毎に時間単位で算出し、１カ月分を取りまとめるものとする。 
 （３）１．（６）⑤における災害時等緊急を要する場合等であって、１．（５）②に規

定する期間以外において、業務を行なわせた場合で、深夜（２２時００分から翌

５時００分の間）を除く時間については、月額を１６０で除した額に１００分の

１３５を乗じて算出した額（１円未満の端数がある場合は切り捨てるものとす

る。）を請求するものとする。ただし、深夜においては、月額を１６０で除した

額に１００分の１６０を乗じて算出した額（１円未満の端数がある場合は切り捨

てるものとする。）を請求するものとする。 
 （４）欠勤や遅刻、早退等により勤務時間の全部又は一部を勤務しなかった場合は、

その時間に対応する支払は行なわないものとする。なお、算定に当たっては月額



を１６０で除した額を１時間当たりの額（１円未満の端数がある場合は切り捨て

るものとする。）として算出し、勤務しなかった時間が１時間以下の場合を１時

間とする。なお、１時間を超え、２時間以下の場合は２時間とし、以後同様に算

出する。 
 （５）運行中に有料道路通行料金及び駐車料金等の実費が発生した際には、一旦受注

者がこれを支払い、１か月分を取りまとめ発注者に請求するものとする。また、

当該費用が発生した際には、当該運行終了後に領収書の写しを監督職員に提出す

るものとする。 
 
３．その他 

（１）受注者は、総務課の指示する方法により指定した販売店で燃料を補給すること

とし、この費用は関東運輸局が負担する。 
（２）受注者は請負車両等に係る自動車継続検査、定期点検及び消耗品の交換等の手

続・調整を行い、この費用は関東運輸局が負担する。 
（３）受注者は、運転業務の実施に伴い事故等が発生した場合に、直ちに総務課に連

絡し、協議の上でその処置を行うこと。 
（４）契約期間内の請負車両等の管理期間中における人身、対物及び車両の事故につ

いては、受注者はその損害に対する賠償責任を負い、かつ、これに伴う一切の費

用を負担するものとする。 
（５）受注者は、請負車両等について、自動車保険（任意保険）を締結するものとす

る。 
  
４．検査職員 
  関東運輸局総務部総務課長 
 
５．監督職員 

関東運輸局総務部総務課長補佐 



管 理 要 領 書 
 

１．車両管理員は、請負車両等の管理について、善良なる管理者の注意をもって行い、

請負業務以外の目的に使用してはならない。 
 
 ２．車両管理員は、請負車両の運行前及び運行後において、自動車運転免許証の携行及

びアルコール検知器（国家公安委員長が定めるもの）によるアルコール滞留チェック

を実施し、関東運輸局職員の目視等による酒気帯びの有無を確認し、確認した内容を

自動車使用承認願及び運転記録簿（様式３）に記録し、提出しなければならない。 
 
 ３．車両管理は、運行前点検から運行後点検・清掃までとし、車両管理員は、常に請負

車両等を清潔に保ち、適正な注油及び簡易な修理、調整等を自ら行い、点検整備に努

めなければならない。 
 
 ４．請負車両等が、運行中に故障し、修理等に長時間を要する場合、又は救援を必要と

する場合は、速やかにその旨を総務課及び車両管理責任者に報告し、その指示を受け

て適切な対応を行なわなければならない。 
 
 ５．車両管理員は、請負車両等の保管について、善良なる管理者の注意をもって行なわ

なければならない。 
 
 ６．請負車両等は、終業後、直ちに指定された車庫に格納しなければならない。 
 
 ７．請負車両等の保管場所は、総務課が指定した車庫とする。 
 
 ８．車両管理員は、請負車両等を格納したときは、施錠状態を確認のうえ、請負車両の

鍵を総務課の指定する者に引き継がなければならない。 
 
 ９．車両管理員は、請負車両等を亡失又は損傷した場合は、直ちに最寄の警察署に届け

出るほか、臨機の措置を取り、速やかにその旨を総務課の指定する者及び車両管理責

任者に報告し、その指示を受けなければならない。 
 
１０．請負者は、次に掲げる自動車保険（任意保険）を請負者の負担で付保し、免責が発

生する場合においても負担するものとする。 
   ・対 人 無制限 
   ・対 物 ２，０００万円以上 
   ・車 両 時価額以上 
   ・搭 乗 者 障 害 １，０００万円以上 
   ・無保険車障害 １名につき２億円以上 
   ・自 損 事 故 １，５００万円以上 



様式第１号

会 社 名

契 約 履 行 場 所

契 約 期 間 　　令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

車両管理責任者

届出年月日

昭和 平成 　 ・　・ 　　・　・

昭和 平成 　 ・　・ 　　・　・

昭和 平成 　 ・　・ 　　・　・

車両管理員

届出年月日

昭和 平成 　 ・　・ 　　・　・

昭和 平成 　 ・　・ 　　・　・

昭和 平成 　 ・　・ 　　・　・

昭和 平成 　 ・　・ 　　・　・

昭和 平成 　 ・　・ 　　・　・

昭和 平成 　 ・　・ 　　・　・

昭和 平成 　 ・　・ 　　・　・

※運転免許証の写しを添付すること。

備　　　　考

車両管理責任者及び車両管理員名簿

氏　　　名 生年月日 連絡先 備　　　　考

氏　　　名 生年月日 連絡先



様式第２号

監督職員（総務課課長補佐）

印

ETC
運転
者印

所属:

氏名:

所属:

氏名:

所属:

氏名:

所属:

氏名:

所属:

氏名:

所属:

氏名:

所属:

氏名:

所属:

氏名:

超過労働時間 分

車両管理確認日誌

同乗者（所　属・氏　名） 行　　程（発地～着地） 時　　　間

　　：　　　～　　　　：労働時間



様式第３号

下記の自動車の使用を承認する

使用年月日

使用自動車

運転者 所　属 氏　名

同乗者 所　属 氏　名

使用目的

確認者
（管理者又は

補助者）
確認の方法※1 アルコール検知器

使用の有無※2 測定値※3

有 ・ 無
   mg/L

有 ・ 無

確認者
（管理者又は

補助者）
確認の方法

※1 アルコール検知器

使用の有無※2 測定値
※3

有 ・ 無
 mg/L

※1 ：対面以外は運転不可

※2 ：有以外は運転不可

※3 ：0 mg/L以外は運転不可

運行開始時刻

走行前メーター

燃料補給量

・運転者は太枠部分を記入してください

自動車使用承認願及び運転記録簿

　　　　　年　　　月　　　日

管　理　者  補助者（総務課）
承認者

（管理者又は補助者）
自動車運転者

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日　（　　　　）　　

自動車検査証の有効期間

運行区間 官署　～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～　官署

使用予定時間 　　　：　　　　　　　　　～　　　　　　　　　：

運行前
確認事項

酒気帯びの有無の確認
有効な自動車
運転免許証の
携帯※２

その他事項
確　認　日 確認時刻

　　　　　年　　　月　　　日 ：

運行後
確認事項

酒気帯びの有無の確認
その他事項

確　認　日 確認時刻

　　　　　年　　　月　　　日 ：

　　　　　　km 走行後メーター 　　　　　　km 本日走行キロ km

◎ 運行記録

： 運行終了時刻 ：

　　　　　　㍑
ETCカード使用の

有無
有 ・ 無

備　　考


